
北海道への再エネ導⼊拡⼤に向けたディマンドリスポンスの
必要性および北海道経済産業局の取組について

北海道経済産業局資源エネルギー環境部
資源エネルギー環境課



ディマンドリスポンス（DR）とは
 DRとは、電気の供給量に応じて、消費者が賢く電⼒使⽤量を制御し、電⼒需要パター

ンを変化させること。
 需要制御のパターンとしては、需要を減らす（抑制する）「下げDR」と、需要を増やす

（創出する）「上げDR」の２つに区分される。

出典︓資源エネルギー庁HP
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なぜDRが必要なのか︖

 電気を安定して供給するためには、電気をつくる量（供給）と消費量（需要）が同じ
時に同じ量（同時同量）になっている必要がある。

 需給のバランスが崩れると、電気の品質（周波数）が乱れ、照明のちらつきや、⼯場等
では製品に不具合が⽣じる。最悪の場合、⼤規模停電（ブラックアウト）などにも繋
がる恐れがある。

 これまでの電⼒ネットワークでは、各エリアの⼤⼿電⼒会社が⼤規模な発電設備（⽕⼒
等）を活⽤し、需要量に合わせて⼀元的に供給量を調整していた。

 ⼀⽅、新しい電⼒ネットワークでは、電⼒⾃由化・脱炭素化推進を受け、従来の電⼒
会社以外にも様々なプレーヤーが出現したり、各地で再エネ・蓄電池等の分散型エネ
ルギーリソース（DER）の導⼊が進むなど形が⼤きく変わってきている。

3出典︓資源エネルギー庁HP
これまでの電⼒ネットワーク これからの電⼒ネットワーク



なぜDRが必要なのか︖

 太陽光等再エネは、天候等様々な要因で供給量が変動します。これまでは再エネの変
動量に応じて⽕⼒発電所等の出⼒を調整し、供給量と需要量のバランスを取っていま
したが、昨今は、再エネ導⼊量の拡⼤による変動量の増加や、脱炭素化推進による⽕
⼒発電等の撤退により、従来よりもバランス確保が難しくなっている。

 例えば、電⼒需要が多く再エネの供給量が少ない夏季・冬期は電⼒不⾜（需給逼
迫）が起きたり、需要が少なく再エネ供給量が多い春期・秋期は電⼒が余り発電量を
カット（出⼒制御）することが増えつつある。

 そのため、電気を使う側が供給状況に応じて柔軟に需要量を調整するDRのニーズが⾼
まっている。

4出典︓資源エネルギー庁HP
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再⽣可能エネルギーの出⼒制御

 昨今、再エネの発電量が地域の需要量を上回り、再エネの発電量を制御する出⼒制
御が全国で増えつつある。2022年5⽉には道内で初の出⼒制御が⾏われ約20万
kWの再エネが捨てられている。

 これから2030年代にかけて洋上⾵⼒等⼤規模な再エネの増加が⾒込まれているが、適
当な対策無しでは、再エネ発電量の26％に出⼒制御がかかる⾒込み。

 出⼒制御は再エネ発電事業者の事業性に⼤きな影響を与え、道内の再エネ導⼊拡
⼤の障壁となっている。

出典︓第53回系統ワーキンググループ



ディマンドリスポンス（DR）との制御⽅法
 需要制御の⽅法によって、①電気料⾦型（電気料⾦設定により電⼒需要を制御す

る）と、②インセンティブ型（需要家が電⼒会社などの要請に応じて電⼒需要の抑制
等をすることにより対価を得る）の2つに区分される。

6出典︓資源エネルギー庁HP
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 エネルギーを消費/創出する設備であれば多様なリソース（空調、EV、データセンター、
給湯機等）がDRに利⽤可能。

 リソース種別により応動特性（瞬動性・持続性、需要シフトの容易さ等）が異なる。

出典︓資源エネルギー庁 HP

DRに活⽤可能なリソース

活⽤可能なリソース例



DRの担い⼿（アグリゲーター・⼩売電気事業者）
 ⼩売電気事業者・アグリゲーター等は、需要家がDRを実施し創出した需要量の増減
分を束ねて、各種電⼒市場での取引や他の⼩売電気事業者等との相対取引に⽤い
て収益を⽣み出し、それを原資に需要家へ協⼒報酬を⽀払う。

 需要家の各種リソースの収益最⼤化のために、①市場価格や電源出⼒、需要家の需
要を的確に予想し、②各リソースを適切に組合せ、制御する技術に優れていることが、ア
グリゲーター等の腕の⾒せどころ。

出典︓パシフィックパワー資料より抜粋 8
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 各種電⼒市場では、それぞれ異なる電気の価値（供給⼒、調整⼒等）が取引され、
参加するリソースに要求される⽔準も⼤きく異なる。

 リソースの特性等を踏まえ収益を最⼤化するために、どの市場で取引するかを検討するこ
とがアグリゲーター等の腕の⾒せ所。

（参考）各種電⼒市場での要求⽔準等

備考要求⽔準難易度取引する価値市場名

精度継続時間応動時間
・最⼤発動回数
上限年12回。
・発動指令が無
かった場合も供
出可能量に応じ
た報酬が得られ
る。

指定の出⼒以
上の供出が必
要。

3時間指令を受けてから、3
時間以内に指定の出⼒
を供出

低kW（供給⼒）
将来（4年後）に発電
することが出来る能⼒
の確保を⽬的とした市
場

容量市場

指定の出⼒以
上の供出が必
要。

30分以上前々⽇〜前⽇に指令を
受け、実供給当⽇に、
指定の時間に指定の出
⼒を供出

中kWh（電⼒量）
発電事業者等が実際に
使う電⼒を売買する市
場

卸電⼒市場

指定の出⼒
±10％の精度
で供出が必要。

3時間指令を受けてから、45
分以内※に指定の出⼒
を供出
※取引内容等により更
に短い応動時間が要求
される

⾼ΔkW（調整⼒）
⼀般送配電事業者（北
電NW）等が、電⼒需
給バランス調整に⽤い
る調整⼒を確保するた
めの市場

需給調整市場
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市場取引以外の使い⽅（経済DR等）

 発電事業者と⼩売電気事業者は、1コマ30分単位で、計画時同時同量（発電量＝
需要）が義務付けられており、実需要が計画値を逸脱した場合はインバランスが発⽣。

 例えば、需給ひっ迫時、追加の市場調達費⽤を⽀払うよりも、DR報酬を⽀払ってでも
需要を抑制してもらい売電収⼊を下げる⽅が収⽀が改善する場合、下げDRを実施。

 2024年1⽉7⽇、北海道エリアにて、インバランス料⾦単価が200円/kWhとなった。

出典︓資源エネルギー庁の各種資料を参考に作成

電⼒広域的
運営推進機関
（OCCTO）

⼩売
電気事業者発電事業者

⼀般送配電事業者
（北海道電⼒ネットワーク）

計画集計・提出

発電計画
提出

需要計画
提出

インバランス調整 インバランス調整

インバランス精算インバランス精算

「実需要が計画値よりも⼤きくなりそう・・・」

「実需要が計画値よりも⼩さくなりそう・・・」

何もしなければ

追加の市場調達費⽤（⾼額）を⽀払うよりも、需要家に
DR報酬を⽀払ってでも需要を抑制してもらい売電収⼊を
下げる⽅が、収⽀マイナスのダメージを⼩さくできる場合

不⾜インバランス発⽣

下げDR

何もしなければ 余剰インバランス発⽣

追加の市場調達費⽤（安価）を⽀払ってでも、需要を創出
して売電収⼊を上げることで収⽀プラスを狙える場合 上げDR

不⾜分を市場調達すれば 追加の市場調達費⽤発⽣

発電量を抑制すれば ⼩売電気事業者にとっては収⽀プラスマイナスゼロ
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DRに関する⽀援措置（出⼒制御対策パッケージ）

 資源エネルギー庁は、出⼒制御等への対応策として、エネルギーの需要側が供給状況
に応じ賢く柔軟に消費パターンを変化させるディマンドリスポンス（DR）の活⽤拡⼤
を期待しており、予算措置（出⼒制御対策パッケージ）や規制により、これらの取組の
促進が始まっている。

出典︓第51回系統ワーキンググリープ



13出典︓経済産業省HP



14出典︓経済産業省HP
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改正省エネ法におけるDR実績の報告制度
 エネルギー消費の多い⼤規模需要家は、改正省エネ法により2023年度からDR実績

（実施回数、実施量）報告義務が課せられている。

出典︓第38回省エネルギー⼩委員会
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 DR指令に応じた報酬やDR対応の電気メニューの採⽤による電気代の削減効果等、既
存リソースを活⽤した新しい収益を⽣み出せることがメリット。

 他⽅でDR実施には、⽣産計画の調整等⼿間が発⽣等のデメリットも。

DRの実施によるメリット・デメリット

①DR実施協⼒に応じた報酬が得られる
・⼩売電気事業者等との契約内容によるが、DR指令に応じることで報酬が得られる場合がある。
②電気代が下がる
・電気料⾦型DRを採⽤した場合、電気の市場価格が安い時間に需要をシフトすることで、電気
代削減効果が期待される。
③省エネ法の定期報告への追加
・2023年の省エネ法改正により、特定の事業者に課せられたDR実施回数等の報告に利⽤可
能。
④⾃社エネルギー使⽤の効率化
・DRへの参加を通じて、⾃社の電⼒使⽤状況を⾒つめ直すきっかけができ、これまで遊休させてい
たリソースの有効活⽤に繋がる。

メリット

デメリット
①実施までに⼀定の⼿間と時間がかかる
・電⼒抑制可能量の検証や、⽣産計画の調整等に時間を要する場合がある。
②インセンティブが減額する可能性。
・指令通りにDRを実施できなかった場合、報酬が減額する場合がある。



17

北海道経済産業局の取組

【主な取組内容】
①道内事業者のリソースを活⽤したDR実証（後述）

②DR等活⽤ガイドブック作成（後述）

③DRを促進する電⼒メニュー・サービスの調査（後述）

④DR等普及啓発イベントの開催（本⽇開催）

 道内事業者によるDRの実施拡⼤や普及啓発を⽬指し、実機を⽤いた実証の⽀援や、
これからDRの検討を始める⽅に向けたガイドブックの作成を令和6年度から開始。
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 当局委託先のパシフィックコンサルタンツがアグリゲーター役となり、各種電⼒市場での取
引を想定したDRの実施指令（需要増・減）を実証協⼒者へ発信し、指令内容に対
してどの程度正確に応じられるか等を計測する。

①道内事業者のリソースを活⽤したDR実証

実証イメージ 3時間後に⾬が降り始め
発電量が減る⾒込みなので、
○○kWh節電をお願いします。

アグリゲーター役
（パシフィックコンサルタンツ）

実証協⼒者

ビルの空調の出⼒を抑えて、
節電しよう。

電話・メール等で指令

検証項⽬
①リソースの応動特性
・指令に対して指定の出⼒（ｋW）まで調整するのにかかる時間（応動時間）指定の出⼒をどの程度維持できるか
（持続性）、どの程度の幅で出⼒を調整できるか等のリソースの特性を検証します。
②事業性の検証
・各種電⼒市場で活⽤した場合や、電⼒メニューを変更した場合どの程度事業性が⾒込まれるか検証します。
③事業活動等への影響
・空調等を制御した場合に、快適性・⽣産計画等へ影響が無いか検証します。
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DR実証結果
 北海道内におけるDRリソースの掘り起こしを念頭に、下表に⽰すDRリソースを対象とし

た実証試験を2024年11⽉、2025年1〜2⽉の2シーズンに分けて実施。
下げDR

（容量市場、需給調整市場）
上げDR

（卸電⼒市場）
机上
検討

実機
操作

DRリソース
（今回の検討対象）

実施時期

DR効果操作内容DR効果操作内容
受電電⼒ 減出⼒ 増受電電⼒ 増出⼒ 減-●北海道科学⼤学

CGS
2024年11⽉
中旬〜下旬

EHP使⽤電⼒ 減EHP停⽌EHP使⽤電⼒ 増GHP運転容量 減-●北海道科学⼤学
空調（EHP、GHP）

使⽤電⼒ 増充電時間帯の変更●-室蘭市公設地⽅卸売市場
電動フォークリフト

使⽤電⼒ 減EHP停⽌-●北海道科学⼤学
空調（EHP、GHP）

2025年1⽉
下旬

使⽤電⼒ 減停⽌、設定温度変更-●北海道科学⼤学⾼等学校
ロードヒーティング

使⽤電⼒ 減停⽌-●ホワイトデータセンター
空調（ファン）

2025年2⽉
上旬〜中旬

使⽤電⼒ 減照度 減-●美唄市⺠会館
照明（舞台照明）

使⽤電⼒ 減停⽌●-コープフーズ江別⾷品⼯場
給⽔ポンプ（井⽔系統）

受電電⼒ 減出⼒ 増-●北海道科学⼤学
CGS

使⽤電⼒ 減停⽌●-⿅追町役場エネルギー棟
地中熱ヒートポンプ

受電電⼒ 減従業員のシフト変更受電電⼒ 増従業員のシフト変
更●-⽯屋製菓北広島⼯場

⽣産ライン（菓⼦製造）
過去データ
受領のみ

実施時期での発動が想定しづらいため対象外

実施時期での発動が想定しづらいため対象外

実施時期での発動が想定しづらいため対象外

実施時期での発動が想定しづらいため対象外

実施時期での発動が想定しづらいため対象外

対象外

実施時期での発動が想定しづらいため対象外

⽤語説明 CGS・・・コージェネレーションシステム（ガスを燃焼して発電しつつ排熱も活⽤する発電機）
GHP・・・電気ではなくガスエンジンにより空調機の圧縮機（コンプレッサー）を駆動させるエアコン

実施時期での発動が想定しづらいため対象外
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DR実証結果

 DRリソースの種類により、活⽤が期待できる電⼒市場が異なる可能性が⽰唆され、各
市場への参⼊を⽬指す際に留意すべき点・課題が明確化。

 いずれのリソースも、受電点ではDRの効果を確認できなかったものの、現在、国の審議
会等で議論中の機器個別計測等について、今後の要件緩和に期待したいところ。

備考留意すべき点・課題要求⽔準市場の活⽤可能性DRリソース
（今回の検討対象） 運⽤⽅法に起因

する課題
設備特性に起因
する課題

精
度

継続
時間

応動
時間

需給
調整

卸電
⼒

容量

ここで⾔う上げ代
は下げDR

平常時より定格運転の
ため上げ代不⾜

起動時に⼀定負荷が必
要○○○○○△CGS

*常時空調を⾏う
無⼈室は除く

⼈的影響が出ない範囲
での操作となる*

⽇射による室温変化の
影響を受けやすい△△○△○△空調（EHP、GHP、

ファン）
ここで⾔う下げ代
は下げDR

夏期に稼働しないため
下げ代不⾜

間⽋運転による不安定
なベースライン△○○△○△ロードヒーティング

充電⽇時が不定期（充
電者も毎回異なる）

充電時の使⽤電⼒推移
が充電器に依存△○△電動フォークリフト

不要照明の点灯に
よる増エネに注意

常時点灯または操作可
能な室は限られる

通常照明は1設備あた
りの供出量が⼩さい○○○△△△照明（舞台照明）

**受⽔槽等が無い
場合は不向き

受⽔槽等の⼀定残量を
確保する必要**

間⽋運転による不安定
なベースライン△○○給⽔ポンプ（井⽔系

統）
貯湯槽温度を維持する
必要

熱源機の応動特性は要
検証○○○地中熱ヒートポンプ

従業員のシフト調整が
必要

製品の品質確保が最優
先△○○⽣産ライン（菓⼦製

造）

机上検討のため対象外

机上検討のため対象外

机上検討のため対象外

机上検討のため対象外
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②DR等活⽤ガイドブック作成

 DRの検討の参考となるようなガイドブックを作成中。
 後⽇、北海道経済産業局のHPに掲載予定。

完成イメージ
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③DRを促進する電⼒メニュー・サービスの調査

 ⼩売電気事業者各社の電⼒メニューを調査した結果、⾼圧契約においては、市場連
動型メニューを設定している事例は少なく、普及段階前であることが判明。

 ⼀⽅で、⼩売電気事業者へのヒアリングでは、電⼒メニューとして取り組むよりも、ポイント
等のインセンティブを付与するサービスの⽅が取り組みやすいという意⾒も。

 家庭レベルでのDR普及のためには、政策的⽀援（補助等）が必要であることも想定。

需要家アグリゲーター⼩売電気事業者
1⽇1回の予測モデルのお知らせ等
（DR啓発）はユーザーがすぐに⾒
なくなる可能性が⾼いため、ADR
のように冷蔵庫や空調を外部から
⾃動で制御するサービスの⽅が効
果が⾼いと想定される

⼿動制御の場合、電話やメールで
需要家に依頼する必要があり、迅
速な制御が難しい

新たな電⼒メニューのためにシス
テム構築等を⾏う⼿間よりも、ポ
イント付与サービスを⾏う⽅が取
り組みやすい運⽤⾯・実施⾯

（対象外）

例えば、容量市場において発動指
令が出たタイミングのスポット市
場価格が⾼騰していない場合、収
⽀が⾚字になる可能性がある

ポイント還元等のインセンティブ
を付与するにあたって新たな事務
⼿続きが発⽣するため、費⽤対効
果については要検討

事業性

家庭⽤低圧リソースの最低容量の
緩和や、DR実施に必要な初期費⽤
を国が⼀部負担することで、DR普
及を促進できる可能性

低圧リソースのアグリゲーション
は、⼩売電気事業者（兼アグリ
ゲーター）でないと難しい

電気料⾦を変動させるダイナミッ
クプライシングのような電⼒メ
ニューが有効制度⾯
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 DR含め太陽光・蓄電池等多様な分散型エネルギーリソース（DER）を⼀体的に活⽤
し、北海道内の再エネの地産地消を促すようなモデル構築の⽀援を予定。関⼼のある
⽅はぜひ当局にご相談ください。

今後の展望

分散型エネルギーリソース活⽤モデル例

出典︓第69回再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会




